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① 全国共通の課題

・病院の収入は、診療報酬制度の中で賄われるが、近年の物価高騰や人件費の増加に診療報

酬改定が追いついていない。また、特に急性期の患者に対応する病院は、多くの人員や機

器を揃える必要があり、利益が出にくい構造となっているc

② 地域の課題

・清水地域は、葵区や駿河区に比べ人口減少 。高齢化が進行し、疾病構造の変化や将来的な

患者数の減少が見込まれている。
・静岡県医療計画によると、2024年度は静岡保健医療圏で病床が 440床過剰となっており、

患者の奪い合いの発生が懸念される。

③市立清水病院の課題
。経営悪化の原因として、組織的なマネジメント体制が脆弱であること等が市監査委員から

指摘されている。

(3)課題解決の方向性
前記の課題について、「①全国共通の課題」については、指定都市市長会等の要望活動等を通

じ改善を要望していくこととし、静岡市が直接対応することが可能な「②地域の課題」及び「③

市立清水病院の課題」の解決に向けて、次のとおり取り組む。

② 地域の課題への対応
・清水地域の市立病院 。公的病院において、過剰となっている病床数の適正化を行う。

。ただし、域内の病院が政策医療の拠点として指定され、機能を維持するためには、一定

規模の病院が必要となるc

③ 市立清水病院の課題への対応
。組織的なマネジメント体制の強化のため、運営形態の抜本的な見直しを行う。

(4)具体的な対応策 (市立病院・公的病院の一体的運用)

地域課題である病床数の適正化を行いつつ、一定規模の病院を確保することや、市立清水病

院の課題である組織的なマネジメント体制の強化に対応するため、清水地域の市立病院 。公的

病院 (清水厚生病院 (※ ))について、入院機能の集約や運営面の統合等の一体的運用を行 うこ

ととする。

※清水さくら病院は、①既に静岡県立病院機構と地域医療連携推進法人を組織し一体的運用を行って

いること、②新病院設置時に既に病床数を削減済 (199床→159床)であることから、今回の一体的

運用の対象からは外し、市立清水病院と清水厚生病院の2病院で一体的運用を進めていく。

2

(次ページ有り)

＼



【清水地域の市立病院・公的病院 (清水厚生病院)の一体的運用】

① 施設面

。一体的運用における病床数は、国が掲げている11万床の病床削減方針が、全国の病院の病

床数約135万床の約 1割に相当することや、日本医師会による医療需要予測において、清水

区の医療需要が2040年 には2020年比で約 1割減少することから、両病院の稼働病床数の合

計445床の1割程度の削減を見込み、2040年 を目標に必要な病床数 (400床程度)を確保する

が、今後の国からの算定式の提示や実際の状況に応じ、柔軟に対応する。

。施設の運用に当たっては、築年数や病院の規模等、ハー ド面の状況を考慮し、入院機能を

市立清水病院へ集約化するcま た、清水厚生病院において、地域住民への医療提供を一定

程度確保するため、外来機能は現地に残す。

。診療科については、現在の 2病院にある診療科を基本とし、市民が必要とする診療科は引

き続き維持し、医療提供体制を確保する。

②運営面

・脆弱なマネジメント体制を抜本的に見直すため、運営形態の最適化を図る。

・新たな経営形態は、別紙の検討のとおり、指定管理者が最適であることから、市立病院
。

公的病院 (清水厚生病院)の一体的運用に当たっては、指定管理者の導入を念頭に置いて

静岡市病院事業の設置等に関する条例等の改正を行う。

。なお、指定管理者制度の導入における課題については、次のとおり解決を図る。

(ア )現在の2病院にある診療科の維持
・市立清水病院と清水厚生病院の主要な医局である、慶應大学 。浜松医科大学に訪問し、

一体的運用の方針と今後の医師確保について協力を求めたところ、

。また、葵区・駿河区の医療機関からも、応援医師等の派遣等の協力が得られる見込みで

ある。このことから、診療科の維持は可能である。

(イ )医師をはじめとする医療従事者の確保
1)医師の確保 :(ア )の とおり。
2)医師以外の医療従事者 :

・市立清水病院と清水厚生病院の医療従事者の合計数と、一体的運用後の清水病院と

同等の病床規模を持つ JA静岡厚生連遠州病院 (400床)で勤務している医療従事者

の数を比較すると、遠州病院の方が少ない医療従事者数で経営している。

(ウ )経営の安定化 (経営改
・市立清水病院と清水厚生病院の一体的運用を行 うことで、両病院の診療科の重複による

患者の奪い合いを無くし、市立清水病院への患者数を増やす。加えて、外来機能を残す

より、外来からの入院患者を獲得する。 (次ページ有り)清水厚生病院との連携強化に
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。JA静岡厚生連は、県内に複数の病院を有し、そのうち遠州病院 (400床 )は、一体的運
用後の市立清水病院と同等の病床規模を持ち、救急や産婦人科等の不採算医療を提供し

ながら運営している。遠州病院は、効果的・効率的な運営により、市からの負担金を受

けていないにも関わらず、
。このような実績をあげている経営ノウハウを活かし、例えば、費用面においては、人員

配置の最適化や、複数病院の運営によるスケールメリットを活かした備品 。診療材料等

の発注等により20億円程度の削減を見込むcまた、収益面においては、患者数の増加に

加え、病床機能の転換による新たな診療報酬の獲得、健診事業の強化などにより、10億

円程度の増収を見込む。
。なお、総務省が令和 3年度に実施した調査では、指定管理者制度を導入した公立病院の

うち、導入効果について回答した 35病院の全てが指定管理者制度の導入により、経営
の効率性に効果があると回答しているc(※公立病院 897病院に対して行った「新公立病

院改革プラン等の取組状況調査」 (令和 3年 3月 末時点))

(工 )導入時の初期費用の負担
。指定管理者制度の導入時の初期費用は 25億円を想定c(職員の早期退職分の退職金の支
払 (7.5億円)、 現給保障 (16.5億円)、 各種システム統合 (1億円))
。一方で、制度導入後の運営経費は、令和 8年度予算の繰出額約 33億円 (負担金 20億円
+赤字補填 13億円)が約 18億円 (負担金のみ)と なり、年間 15億円の削減となるた
め、制度導入時の初期費用を約 2年で回収できる見込み。

(5)市立病院 口公的病院 (清水厚生病院)の一体的運用の開始時期
・市立病院・公的病院 (清水厚生病院)の一体的運用と、指定管理者の導入開始時期につい
ては、清水地域における将来の医療の持続性に不安を感 じる市民の不安を払しょくするた

め、早期に開始することが必要である。このため、2027年 4月 の開始を目指す。

(6)一体的運用に向けた地域医療連携推進法人の設立
。前記一体的運用に向けては、その準備段階で両病院の連携を強化し、円滑に協議を進める

ことができ、法人が実施する機能転換の際に補助金の活用が期待できることを踏まえ、静

岡市 (市立清水病院)と JA静岡厚生連 (清水厚生病院)と の間で 「地域医療連携推進法
人 (※ )」 の設立を進めるc
。なお、市立清水病院は、静岡済生会総合病院からの高度急性期の軽快患者を引き受けるな

ど、連携を強めていることから、静岡済生会総合病院の参画についても検討する (静岡済

生会総合病院は、静岡市清水地域医療体制協議会において、清水地域の病院と地域医療連

携推進法人を設立したい旨の意思表示をしている。)。
。設立時期は、一体的運用の円滑な移行に向け早期に対応する必要があることから、2026年

8月 に県の認可が得られることを目指す。

※地域医療構想の実現に向け、地域の医療機関相互の機能の分担・連携を推進し、質の高い医療を

効率的に提供する制度 (県 HP抜粋 )
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(7)今後のスケジュール (予定)
2026年 4月 3日  市経営会議
2026年 6月    6月 定例会において指定管理者制度の導入に向けた条例改正、地域医療連

携推進法人の母体となる一般社団法人の設立の議決

2026年 7～ 8月  指定管理者募集
2026年 9月    9月 定例会において指定管理者の決定に向けた審議
2027年 4月   指定管理者制度に移行

。今後、一層人口減少や高齢化が進む清水地域において、住民がその容

体に応じ、高度急性期・急性期・包括期等適時・適切な医療を将来にわ

たって持続的に受けることができる医療体制が構築されることとなる

ため、市民生活への影響は現体制を継続した場合と比較し、向上するc

6-1市民生活における

メ  リ  ッ  ト

(1)人員配置・組織
2026年度から、保健衛生医療課内に清水病院経営革新係を置き、5

人体制で本方針案等に係る事務を行 う。

(2)財政負担
ア 初期費用 (※現時点での試算 )
指定管理者制度移行に要する初期費用は、総額 25.0億円を見込む。

①退職手当 7.5億 円 (退職勧奨に伴う加算分)2026年 度
。指定管理者制度移行に伴い、現職員は退職となるため、早期退職

に係る加算分の支給が生じる。
。この加算分については、2026年度から新設が予定されている、

公営企業の再編に係る退職手当債の活用を検討する。
。また、保有する現金が不足することが見込まれるため、現金確保

の対応も同時に検討していく。

②現給保障 16.5億円 (想定は3年間)2027～ 29年度
・給与等の待遇の激変緩和措置として、一定期間の現給保障の検討

が必要となる。 (今後、組合等と協議)

※給料と賞与を保障すると仮定し、同規模の遠州病院と比較

清水病院 :給料 賞与 :8.0 円 計 50.7億円

③移行に向けたデータ統合 1.0億円 2026年度
・電子カルテや会計システムのデータ統合を行う必要があり、

約 1.0億円程度の費用を見込む。 (詳細は今後協議)

(次ページ有り)

6-2経営資源への影響

(人員、組織、予算)
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イ ランニングコス ト (※現時点での試算)
① 繰出金の支出 年 18億円
。現清水病院へ繰出している繰出金 (不採算な政策医療等に係る市

の負担・補助金)の合計は、2026年度は約 33億円の見込み。こ
の繰出金は、指定管理者制度移行後は不採算な政策医療等に係る

市の負担 (年 18億円程度)のみに抑えられることが見込まれる。

6-3課 題 、 問題 点

・清水地域における医療体制の再編に合わせ、清水区の市民の病院へのア

クセスについて検討が必要
。医局等を丁寧に回り、診療科の維持に必要な医師を確保していくことが

必要
。医療職を始めとした職員が引き続き清水病院で勤務してもらえるよう、

丁寧な説明が必要

(職員説明会を 2026年 2月 20日 、 3月 31日 の 2回実施)

6-4市民参加の状況
市民の利便性が向上する取組であることから、これまでのところ市民説明

は実施していない。

6-5市民目線に立った

周知方法、今後の

予定

・意思決定後、議会へ説明する。

・市民周知に関しては、市長定例記者会見において発表する。
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別紙

【運営形態の検討】

○ 運営形態については、①地方公営企業法の一部適用 (現在の市立清水病院の運営形態)、 ②
地方公営企業法の全部適用、③地方独立行政法人、④指定管理者、⑤民間運営 (民間譲渡)

の 5つの運営形態が挙げられる。

○ まず、⑤民間運営 (民間譲渡)については、静岡市が病院運営に関与できなくなることによ
り、不採算等を理由に地域住民に必要な医療提供が行われなくなる懸念があるため選択しな

い 。

O ①から④のうち、①②の地方公営企業法の適用については、③地方独立行政法人及び④指定
管理者と比較して、人員や予算の管理が、病院だけでなく市の調整のもと行われることか

ら、今後、医療需要の変化に対応した病床の機能転換等への柔軟な対応の点で劣る。また、

経営の柔車夕(性や迅速性が低く、経営改善、効率化の点でも劣るといえるため、①②の地方公

営企業法の適用は選択しない。

O ③地方独立行政法人については、「静岡市立清水病院経営計画 (2023～ 2026)」 で、2030年

度までの移行を目指しているが、自律的な経営と累積欠損金の解消が見込めないため、選択

できる状況にない。

O ④指定管理者については、救急医療、小児医療、周産期医療等、市として不採算であっても
提供 しなければならない医療を継続しつつ、民間のノウハウを活用できるが、導入時の指定

管理者の確保や、契約期間満了時の継続 した指定管理者の確保が課題となる。しかし、「清

水地域の市立病院 。公的病院 (清水厚生病院)の一体的運用」の相手先であり、これまで

45年以上の病院経営の実績がある清水厚生病院から、静岡市清水地域医療体制協議会にお

いて、指定管理者を受けることが可能である旨の意思表示があった。

〇 このことから、指定管理者導入時の指定管理者の確保は可能であり、また契約期間満了時に

おいても、政策医療を担って経営を継続して指定管理を担 うことが見込めるといえる。
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